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平成 17 年９月期 第３四半期財務・業績の概況（個別）   
 
              

平成 17 年８月８日 

上場会社名 イーピーエス株式会社 （コード番号： ４２８２ 東証 第二部） 

（ U R L http://www.eps.co.jp ） 

代 表 者 役 職 名 代表取締役社長  

 氏 名 厳 浩  

問 合 せ 先 責任者役職名 常務取締役 人事･総務･経理担当 ＴＥＬ（０３）５６８４－７７９７（代表）

 氏    名 神 宮 孝 一  

 

１. 四半期財務情報の作成等に係る事項 
① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無： 無 

② 会計処理の方法の最近会計年度における方法との相違の有無： 無 

 

２. 平成 17 年９月期第３四半期財務・業績の概況（平成 16 年 10 月１日～平成 17 年６月 30 日） 

(１) 経営成績の進捗状況 （注） 記載金額は百万円未満を切捨て表示しております。

 
売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 % 百万円 % 百万円 %

17 年第３四半期 5,409 (10.5) 466 (△5.3) 532 (△2.1)

16 年第３四半期 4,895 (33.1) 492 (56.3) 544 (55.6)

(参考)16 年９月期 7,011  1,030  1,105  

 

 
四 半期 (当期 )純 利益 

１ 株 当 た り 四 半 期 

( 当 期 ) 純 利 益 

潜在株式調整後１株当たり

四 半 期 (当 期 )純 利 益

 百万円 % 円 銭 円 銭

17 年第３四半期 428 (20.1) 4,970 14 ― ―

16 年第３四半期 357 (87.8) 4,104 74 ― ―

(参考)16 年９月期 660  7,595 80 ― ―

(注)① 期中平均株式数  17 年第３四半期 86,273 株  16 年第３四半期 87,000 株  16 年９月期 87,000 株 

② 平成 17 年第３四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、潜在株式が存在しておりますが、希薄化効果を

有しないため、記載しておりません。 

③ 売上高、営業利益、経常利益、四半期(当期)純利益のパーセント表示は、対前年同四半期増減率であります。 

 

(２) 財政状態の変動状況 
 

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 
１ 株 当 た り 

株 主 資 本 

 百万円 百万円 % 円 銭

17 年第３四半期 6,686 4,967 74.3 57,760 74 

16 年第３四半期 5,437 4,365 80.3 50,173 87 

(参考)16 年９月期 6,609 5,035 76.2 57,875 23 

(注)① 期末発行済株式数 17年第３四半期 86,000株 16年第３四半期 87,000株 16年９月期 87,000株

② 期末自己株式数 17年第３四半期 1,000株 16年第３四半期 ― 株 16年９月期 ― 株

 

３. 平成 17 年９月期の業績予想(平成 16 年 10 月１日～平成 17 年９月 30 日) 
平成 17 年９月期の業績予想につきましては、平成 17 年５月 16 日に発表いたしました業績予想を変えておりません。

  詳しくは、５頁の「３．業績予想に関する定性的情報等」をご参照ください。 
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Ⅲ. 第３四半期個別財務諸表 

① 第３四半期貸借対照表 

 

当四半期 

(平成17年９月期 

第３四半期末) 

前年同四半期 

(平成16年９月期 

第３四半期末) 

増 減 
（参考） 

平成16年９月期

区 分 金 額（千円） 金 額（千円） 金額（千円） 
増 減 率 

(％) 
金 額（千円）

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  1,211,358 1,717,560 △506,201 △29.5 1,675,609

２ 受取手形  30,167 2,261 27,906 1,234.2 14,218

３ 売掛金  1,677,301 1,239,035 438,266 35.4 1,457,440

４ たな卸資産  62,996 91,061 △28,064 △30.8 29,178

５ その他  246,509 197,696 48,812 24.7 288,185

流動資産合計  3,228,334 3,247,615 △19,281 △0.6 3,464,631

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産  89,936 85,911 4,025 4.7 89,391

２ 無形固定資産  52,075 73,488 △21,413 △29.1 54,825

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  1,822,500 683,583 1,138,917 166.6 1,536,419

(2) 出資金  31,862 31,862 ― ― 31,862

(3) 長期貸付金  471,890 221,130 250,760 113.4 412,920

(4) 長期性預金  500,000 500,000 ― ― 500,000

(5) 敷金・保証金  466,640 412,626 54,014 13.1 423,462

(6) その他  111,248 181,058 △69,810 △38.6 95,972

(7) 貸倒引当金  △87,500 ― △87,500 ― ―

投資その他の資産合計  3,316,641 2,030,259 1,286,381 63.4 3,000,636

固定資産合計  3,458,653 2,189,659 1,268,993 58.0 3,144,853

資産合計  6,686,987 5,437,275 1,249,712 23.0 6,609,485
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当四半期 

(平成17年９月期 

第３四半期末) 

前年同四半期 

(平成16年９月期 

第３四半期末) 

増 減 
（参考） 

平成16年９月期

区 分 金 額（千円） 金 額（千円） 金額（千円） 
増 減 率 

(％) 
金 額（千円）

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金 129,419 104,799 24,620 23.5 90,759

２ 短期借入金 400,000 ― 400,000 ― ―

３ 未払法人税等 68,912 8,982 59,930 667.2 359,062

４ 賞与引当金 56,164 56,848 △684 △1.2 221,636

５ その他 623,207 650,583 △27,375 △4.2 470,136

流動負債合計 1,277,703 821,212 456,491 55.6 1,141,594

Ⅱ 固定負債    

１ 退職給付引当金 182,389 151,937 30,452 20.0 164,403

２ 役員退職慰労引当金 102,358 98,998 3,360 3.4 102,358

３ その他 157,112 ― 157,112 ― 165,983

固定負債合計 441,860 250,935 190,924 76.1 432,745

負債合計 1,719,564 1,072,148 647,415 60.4 1,574,340

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 1,325,250 1,325,250 ― ― 1,325,250

Ⅱ 資本剰余金   

１ 資本準備金 1,275,300 1,275,300 ― ― 1,275,300

Ⅲ 利益剰余金   

１ 利益準備金 10,235 10,235 ― ― 10,235

２ 任意積立金 1,817,000 1,317,000 500,000 38.0 1,317,000

３ 四半期(当期)未処分利益 463,121 403,610 59,511 14.7 707,332

利益剰余金合計 2,290,356 1,730,845 559,511 32.3 2,034,567

Ⅳ その他有価証券評価差額金 397,768 33,731 364,036 1,079.2 400,027

Ⅴ 自己株式 △321,251 ― △321,251 ― ―

資本合計 4,967,423 4,365,127 602,296 13.8 5,035,145

負債・資本合計 6,686,987 5,437,275 1,249,712 23.0 6,609,485
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② 第３四半期損益計算書 

 

当四半期 

(平成17年９月期 

第３四半期) 

前年同四半期 

(平成16年９月期 

第３四半期) 

増 減 
（参考） 

平成16年９月期

区 分 金 額（千円） 金 額（千円） 金額（千円） 
増 減 率 

(％) 
金 額（千円）

Ⅰ 売上高 5,409,942 4,895,456 514,485 10.5 7,011,981

Ⅱ 売上原価 4,114,401 3,589,063 525,338 14.6 4,906,934

売上総利益 1,295,540 1,306,392 △10,852 △0.8 2,105,047

Ⅲ 販売費及び一般管理費 829,305 813,837 15,468 1.9 1,074,856

営業利益 466,234 492,555 △26,320 △5.3 1,030,190

Ⅳ 営業外収益 71,545 53,980 17,565 32.5 78,410

Ⅴ 営業外費用 4,980 2,233 2,746 123.0 3,349

経常利益 532,799 544,302 △11,502 △2.1 1,105,252

Ⅵ 特別利益 506,191 91,851 414,340 451.1 91,881

Ⅶ 特別損失 181,089 4,192 176,897 4,219.1 23,563

税引前四半期(当期)純利益 857,901 631,960 225,940 35.8 1,173,570

法人税、住民税及び事業税 336,165 218,753 117,412 53.7 568,834

法人税等調整額 92,947 56,095 36,851 65.7 △56,098

四半期(当期)純利益 428,789 357,112 71,676 20.1 660,834

前期繰越利益 120,332 89,998 30,334 33.7 89,998

中間配当額 86,000 43,500 42,500 97.7 43,500

四半期(当期)未処分利益 463,121 403,610 59,511 14.7 707,332
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第３四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 
当四半期 

(平成17年９月期第３四半期)
前年同四半期 

(平成16年９月期第３四半期)

 
(参考) 

平成16年９月期 
 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価

法 

有価証券 

子会社株式 

同左 

有価証券 

子会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

当四半期末日の市場

価格等に基づく時価

法（評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原

価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 たな卸資産 

仕掛品 

個別法による原価法 

たな卸資産 

仕掛品 

同左 

たな卸資産 

仕掛品 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 

 定率法によっておりま

す。なお、主な耐用年数

は、建物15年、器具及び

備品４年～６年でありま

す。 

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

 無形固定資産 

 自社利用のソフトウェ

アについては、利用可能

期間（５年）に基づく定

額法 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し

た必要額を計上すること

としております。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に

備えるため、支給見込額

のうち当四半期負担相当

額を計上しております。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に

備えるため、翌期支給見

込額のうち当期負担相当

額を計上しております。 
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項  目 
当四半期 

(平成17年９月期第３四半期)
前年同四半期 

(平成16年９月期第３四半期)

 
(参考) 

平成16年９月期 
 

 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当四半期末におい

て発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、

各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数（５年）

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌期から費用処理してお

ります。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計

上しております。 

 数理計算上の差異は、

各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数（５年）

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌期から費用処理してお

ります。 

 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく当四半期末要支給

見込額を計上しておりま

す。 

役員退職慰労引当金 

同左 

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく期末要支給見込額

を計上しております。 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同左 同左 

５ その他四半期財務

諸表（財務諸表）

作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。なお

仮払消費税等及び預り消

費税等は相殺のえ、流動

負債の「その他」に含め

て表示しておりす。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっており

ます。 

 

 


